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第1章
世 界 の 対 内 直 接 投 資 動 向

第 1 章　世界の対内直接投資動向

世界的な経済停滞と地政学的緊張の高まり、
金利の上昇などが対内直接投資を抑制するも、

新興国・地域でのグリーンフィールド投資は堅調
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国連貿易開発会議（UNCTAD）によると、‥2023 年の世界の対内直
接投資は 2 年連続で減少となり、前年比 1.8％減の 1 兆 3,318 億米
ドルとなった（親子関係原則での計上）。世界的な経済停滞と地政
学的緊張の高まり、金利の上昇などが影響したと考えられる。特に、

■ 世界的な経済停滞と地政学的緊張の高まりが対内直接投資を抑制
英国では前年比大幅減で引き揚げ超過となった。欧州全体では EU
加盟国をはじめとして前年の大幅な引き揚げから流入超過に転じて
いる。日本は世界 21 位であり、前年比 37.3% 減の 214 億米ドル
となった。

図表 1-1　世界の対内直接投資額フロー推移 図表 1-2　対内直接投資額受け入れ上位 10 か国・地域

第1節  2023年における世界の対内直接投資額フロー

〔注〕‥ 表中の「日本」は、親子関係原則で UNCTAD が算出。‥ 図表 2-1（資産負債原則）のデータとは一致しない。‥ 表中の＊は、比較データの一方がマイナスのため表示対象外としている。‥ 分類は UNCTAD による。〔出所〕‥ 国連貿易開発会議（UNCTAD) データを基にジェトロ作成。

〔注〕‥ 表中の「日本」は、親子関係原則で UNCTAD が算出。‥ 図表 2-1（資産負債原則）のデータとは一致しない。〔出所〕‥ 国連貿易開発会議（UNCTAD) データを基にジェトロ作成。

（単位：100 万米ドル、％） （単位：100 万米ドル、％）
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2021 年 2022 年 2023 年
伸び率（前年比）

世界 1,621,808 1,355,749 1,331,813 △‥1.8
先進国・地域 731,843 426,198 464,397 9.0

日本 34,294 34,194 21,433 △‥37.3
イスラエル 18,950 23,031 16,422 △‥28.7
韓国 22,060 25,045 15,178 △‥39.4
欧州 178,748 △‥105,878 16,493 *

EU 266,502 △‥84,831 58,645 *
フランス 34,109 75,979 42,032 △‥44.7
ドイツ 51,218 27,411 36,698 33.9

英国 △‥71,174 14,912 △‥89,247 *
ロシア 38,639 △‥15,205 8,364 *

北米 449,818 378,527 361,271 △‥4.6
米国 389,436 332,352 310,947 △‥6.4

新興国・地域 889,965 929,551 867,417 △‥6.7
東アジア　 334,030 315,115 286,214 △‥9.2

中国 180,957 189,132 163,253 △‥13.7
香港 140,186 109,685 112,676 2.7

東南アジア　 208,447 223,134 226,317 1.4
シンガポール 126,674 141,118 159,670 13.1

2023 年
伸び率（前年比）

1 米国 310,947‥ △‥6.4
2 中国 163,253‥ △‥13.7
3 シンガポール 159,670‥ 13.1
4 香港 112,676‥ 2.7
5 ブラジル 65,897‥ △‥10.2
6 カナダ 50,324‥ 9.0
7 フランス 42,032‥ △‥44.7
8 ドイツ 36,698‥ 33.9
9 メキシコ 36,058‥ △‥0.7
10 スペイン 35,914‥ △‥20.0
・・・
21 日本 21,433‥ △‥37.3



5 ジェトロ対日投資報告 2024 Ⓒ JETRO 無断転載を禁じます。

UNCTAD によると、2023 年に発表されたグリーンフィールド投資
額は 1 兆 3,804 億米ドル（前年比 5.4％増）と前年水準をほぼ維持
する結果となった。先進国・地域への投資額は前年比 8.2% 減と
なったが、新興国・地域への投資はアジアを中心に好調であり同
20.5% 増となった。中でも東アジア（日本・韓国を除く）は 463

■ アジアを中心に新興国向けが好調
億米ドル（同 64.9% 増）と前々年の落ち込み前の水準に回復。また、
アフリカへの投資は前年比 10.8% 減となったものの 1,747 億米ド
ルと高水準を維持した。日本は前年の大幅な落ち込みからの反動で
前年比 3 倍超と著増。世界 17 位となった。

図表 1-3 世界のグリーンフィールド投資額（発表ベース）の推移 図表1-4 グリーンフィールド投資額受け入れ上位10か国・地域

第2節  2023年における世界のグリーンフィールド投資

〔注〕‥ 日本、韓国は「東アジア」ではなく、「その他先進国・地域」に分類。‥ データは設備投資額の推定値。‥ データにカリブ海諸国 / 地域の金融センター経由のものは含まない。‥ 分類は UNCTAD による。〔出所〕‥ 国連貿易開発会議（UNCTAD) データを基にジェトロ作成。

〔出所〕国連貿易開発会議（UNCTAD) データを基にジェトロ作成。

（単位：100 万米ドル、％） （単位：100 万米ドル、％）
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2023 年
伸び率（前年比）

1 米国 141,793‥ △‥19.0
2 インド 83,364‥ 2.9
3 英国 65,224‥ △‥39.1
4 インドネシア 60,604‥ 149.5
5 ドイツ 56,723‥ 19.6
6 オーストラリア 44,121‥ △‥37.1
7 エジプト 41,904‥ △‥61.2
8 中国 37,538‥ 71.8
9 マレーシア 36,844‥ 56.5
10 カナダ 36,283‥ 54.5
・・・
17 日本 30,831‥ 241.0

2021 年 2022 年 2023 年
伸び率（前年比）

世界 829,693‥ 1,309,067‥ 1,380,401‥ 5.4
先進国・地域 536,858‥ 687,018‥ 630,989‥ △‥8.2

欧州 321,247‥ 391,326‥ 358,482‥ △‥8.4
EU 227,166‥ 265,275‥ 262,327‥ △‥1.1

ドイツ 62,937‥ 47,432‥ 56,723‥ 19.6
フランス 14,658‥ 22,241‥ 31,428‥ 41.3

英国 65,807‥ 107,133‥ 65,224‥ △‥39.1
ロシア 14,928‥ 299‥ 1,197‥ 300.3

北米 133,780‥ 198,607‥ 178,076‥ △‥10.3
米国 109,279‥ 175,127‥ 141,793‥ △‥19.0

その他先進国・地域 81,831‥ 97,086‥ 94,431‥ △‥2.7
オーストラリア 14,475‥ 70,111‥ 44,121‥ △‥37.1
日本 24,785‥ 9,042‥ 30,831‥ 241.0

新興国・地域 292,835‥ 622,048‥ 749,412‥ 20.5
アジア（中東含む） 170,863‥ 312,643‥ 451,328‥ 44.4

東アジア　 44,926‥ 28,103‥ 46,340‥ 64.9
中国 35,807‥ 21,855‥ 37,538‥ 71.8
香港 3,921‥ 2,996‥ 4,260‥ 42.2

東南アジア　 67,874‥ 112,964‥ 175,217‥ 55.1
シンガポール 13,306‥ 18,279‥ 11,355‥ △‥37.9
インドネシア 9,234‥ 24,292‥ 60,604‥ 149.5

南アジア 21,064‥ 83,859‥ 108,580‥ 29.5
インド 16,684‥ 81,030‥ 83,364‥ 2.9

中南米 69,706‥ 112,057‥ 122,308‥ 9.1
ブラジル 23,541‥ 21,423‥ 36,195‥ 69.0

アフリカ 52,211‥ 195,957‥ 174,745‥ △‥10.8
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近年、グローバル企業は、様々な国際社会の課題や、進化する最新
テクノロジーを駆使したビジネス競争環境の中、サプライチェー
ンの強靭化や再構築などを適時に実行することが求められており、
GVC の構造に変化が生じている。具体的な背景として、新型コロ
ナウイルスのまん延等により既存の経済構造が機能しなくなったこ
と、気候変動への対応策が求められていること、国家間の摩擦・紛
争による調達・販路への影響など、様々な事柄が関係していると考

■ 不安定な国際情勢により GVC 構造が変化
えられる。
これらの変動性が高い事象に対するグローバル企業の視点や対応
策、どのように日本市場を捉えているかについて、ジェトロが日本
国外のグローバル企業に対して行った「グローバルバリューチェー
ン（GVC）の構造変化による影響調査」の結果を基に、本節および
第 2 章第 6 節では、グローバル企業による外国投資の判断要素を
考察する。

ジェトロ「グローバルバリューチェーン（GVC）の構造変化による影響調査」の概要

第3節  グローバルバリューチェーン（GVC）の構造変化による影響

〔注〕小数点以下第 2 位を四捨五入しているため合計は必ずしも 100％とならない。

第 1 章　世界の対内直接投資動向

•�
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対象
対象企業

・主に以下 10 分野・関連産業の日本国外のグローバル企業を対象として実施。当てはまらない企業は「その他」に分類。
「バイオ医薬」「蓄電池」「AI/ センサー等（産業ロボット・オートメーション）」「自動運転（自動車）」「AI/ センサー等 ICT
（特殊自動車）」「メタバース・デジタルツイン（産業用途）」「半導体」「バイオマテリアル」「水素燃料（モビリティ）」「風
力発電（洋上）」

・計 62 社（回答企業の中にはジェトロが対日投資支援をしている企業が含まれる）。
対象者 ・投資計画策定・決定権者等（マネージャークラス以上）

方法 ・アンケート内容に基づき、オンラインまたは対面によるヒアリングを実施
期間 ・2023 年 12 月 18 日（月）～ 2024 年 2 月 16 日 ( 金 )

回答企業　産業分類 有効回答数
　バイオ医薬 6
　蓄電池 5
　AI/ センサー等（産業ロボット・オートメーション） 8
　自動運転（自動車） 4
　AI/ センサー等 ICT（特殊自動車） 1
　メタバース・デジタルツイン（産業用途） 6
　半導体 6
　バイオマテリアル 2
　水素燃料（モビリティ） 4
　風力発電（洋上） 6
　その他 14
　合計 62
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回答企業の本社所在国の地域分類



7 ジェトロ対日投資報告 2024 Ⓒ JETRO 無断転載を禁じます。

GVC の構造変化をもたらす様々な事象は、グローバル企業が外国
投資戦略を立てる上で大きく影響し得る。グローバル企業の動向調
査においては、回答企業の半数以上（56.5％）が「地政学的対立・
紛争」は自社事業に影響する事象の１つと捉えている。一部企業か

■ 「地政学的対立・紛争」がグローバル企業の外国投資戦略に影響大
らは、「中国関連のサプライチェーンの問題や東南アジア地域での
緊張の高まりにより事業活動に支障をきたした」、「ロシアとウクラ
イナの戦争を受け、ロシアのオフィスを閉鎖せざるを得なかった」
といった実際の影響が確認できた。

第 1 章　世界の対内直接投資動向

図表1-5　自社事業に影響を与える事象

〔注〕‥ 選択肢の中から優先順位をつけて最大 3 つを選ぶ形式にて、少なくとも 1 つを回答した企業は有効回答とした。〔出所〕ジェトロ‥「グローバルバリューチェーン（GVC）の構造変化による影響調査」
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グローバルビジネスに影響を与える事象の１つである「地政学的対
立・紛争」について、米中対立等による中国およびアジアにおける
ビジネスへの影響を例に挙げる。米中対立による地政学的リスクの
高まりが中国および他アジアの自社事業に影響しているか否かにつ

■ 中国・アジアでのビジネスに影響を受けた企業が多数
いて、本問への回答企業の内、中国においては約 67％、アジア（中
国以外）においては約 52％が、「影響が大いにある」または「影響
がある程度ある」と回答した。その一方、「影響が全くない」と回
答した企業もそれぞれ 20％強に上った。

第 1 章　世界の対内直接投資動向

図表1-6　米中対立が中国およびアジアでのビジネスに与える影響

〔注 1〕‥ 小数点以下第 2 位を四捨五入しているため合計は必ずしも 100％とならない〔注 2〕‥ 無回答は除いて算出〔出所〕ジェトロ‥「グローバルバリューチェーン（GVC）の構造変化による影響調査」
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「地政学的対立・紛争」に対して「影響がある」と回答した企業のうち、
対応策の１つとして「当該地域のサプライチェーンや調達戦略を調
整した」と回答した企業が半数弱に上った。また、具体策としては、

「投資先を中国から他のアジア地域に変更した」、「中国での生産を

■ 中国内外双方でサプライチェーンや調達戦略の調整が必要に
中国向けとし、東南アジアの拠点で他地域向けの対応を担うことで
調整した」等、中国での事業を縮小する傾向が伺えた。一方、一部
の企業では「特定の産業・市場を対象に中国への投資を拡大してい
る」という回答も得られた。

第 1 章　世界の対内直接投資動向

図表1-7　米中対立が中国およびアジアでのビジネスに与える影響（内容詳細）

〔注 1〕‥ 複数選択可。少なくとも 1 つを回答した企業は有効回答とした。〔注 2〕‥ 本問は「米中対立による地政学的リスクの高まりが中国および他アジアの自社事業に影響しているか否か」の問いに対して「大いにある」「ある程度ある」と回答した企業に質問した。〔出所〕ジェトロ‥「グローバルバリューチェーン（GVC）の構造変化による影響調査」
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第 1 章　世界の対内直接投資動向

図表1-8　米中対立の影響を踏まえたグローバル企業の中国およびその他アジアにおけるビジネスへ具体的な対応策例

〔出所〕出所：ジェトロ‥「グローバルバリューチェーン（GVC）の構造変化による影響調査」

中国での対応策 具体的な内容

サプライチェーンや調達戦略の調整
• 地政学的リスクを乗り切るには、多角化、慎重な投資、積極的なサプライチェーン管理等、戦略的な適応

が必要である。
• 中国市場にて他の企業と合併しようとしたが、許可が得られず計画を中止せざるを得なかった。

拠点変更
• 中国での販売チャネルを一時的に切り離した。タイとインドネシアで代替拠点を検討しており、各地域で

の販売体制を構築していく。
• 知的財産保護の観点から、中国からシンガポールに拠点を移した。

当該地域への投資強化
• 中国企業との合弁会社を通じて、中国における材料調達体制を構築した。特に電動化が重要な中国の自動

車市場をターゲットに、中国への投資を拡大している。中国での現地生産に重点を置き、現地ニーズに合
わせた生産活動を計画している。

拡大・投資計画の延期・凍結
• 中国にはサーバーを中国に設置する義務や現地化を求める法律（「サイバーセキュリティー法」、「データ

安全法」、「個人情報保護法」）が存在するが、当社はこれに対応することが困難。
• 現状、中国拠点への投資を止めている。

撤退・事業売却 • 米中間の緊張の高まりの結果、中国事業は撤退または縮小せざるを得えず、2019 年から不動産リスクが
顕在化したため中国から撤退した。

まだ対応していない • 事業拠点の一部を他の国に移転することを検討しているが、まだ実際の対応には至っていない。
• 中国の生産規模は大きいが、今のところ大きな問題は起きていない。

その他アジアでの対応策 具体的な内容

サプライチェーンや調達戦略の調整
• 中国での生産を中国向け（China‥for‥China）にすることで、東南アジアの拠点では、それ以外の地域向け

に対応しなければいけない（デジタル化や新工場の設立も含め）ため、既存の工場を最適化して調整して
いる。

• インドと中国の政治関係悪化を受け、中国での調達や提携を縮小させている。
• リスク回避のため、アジアでのローカルプレーヤーとのパートナーシップを再編成している。

当該地域への投資強化 • 投資に関し、中国からアジアの他の地域（タイ）に変更した。
• インドへ投資を増やしており、事業がインドに集中してきている。

拠点変更 •‥APAC 地域、特にインド、タイ、シンガポールへの投資を増やしている。ある国で生じた損失を別の国の
事業で相殺できるようにしている。

その他 • 東アジアの拠点において、サプライチェーンの変更、人材の採用など、中国経済の減速に向けて備えている。
また、投資家、金融機関、信用機関等を組み合わせ、資金調達のリスクを軽減させている。

まだ対応していない • 今後、アジアでの地政学的リスクが深刻化した場合、撤退することで対応するが、今のところ対策は取っ
ていない。


